
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

入院後３か月経過時点での退院率

・患者本人の生活背景や価値観などの多様性、機能分担された医療機関の特性、社会資源などの地域格
差が、精神障がい者の退院率に影響している。
・高次脳機能障がい者を支援していく医療、福祉などのサービス提供資源に地域格差がある。
・高次脳機能障がいは他の障がいと比べ認知度が低く、症状があっても本人や家族を含めた周囲の人か
ら相談機関につながらない状況がある。
・障害者支援施設における、強度行動障がい者の受入体制の整備や特別支援終了者受入後の支援者の育
成が進んでいない。

・圏域、市町村ごとに社会的入院患者の状況を把握し、社会資源を考慮した上で、適切な支援を提供で
きる体制を構築する。
・高次脳機能障がい者支援関係者の資質の向上、圏域外又は県外の資源を活用した支援が必要である。
・広く県民に高次脳機能障がいについて知ってもらうとともに、医療や福祉などの関係者にも高次脳機
能障がいについて理解してもらう必要がある。
・強度行動障がい者受入施設での支援体制の強化や強度行動障がい者支援者養成研修修了者のその後の
育成に向けた支援が必要である。

％

91.0

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・精神障がい者の退院率に圏域によって差がある。
・高次脳機能障がいの相談支援件数に圏域によって大きな差がある。
・継続的な相談件数が増える一方で、新規相談者数が増えていないことから、支援につながっていない
高次脳機能障がい者がまだ多いと考えられる。
・強度行動障がい者の地域移行は、県全体としては進んでいない。

６.成果があったこと（改善されたこと）

％

89.9

0852-22-6256

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 障がい者及びその家族

（２）意図 安心して地域生活が送られるように支援する。

69.7

・精神障がい者が社会的要因により入院が長期化せず地域生活に早期に移行できるよう、医療機関と地域援助事業者との連携促進を図る。
・精神障がい者の社会復帰を図るため、協力事業所に協力奨励金を支払い、生活能力や就労を目指した訓練を実施する。
・高次脳機能障がいの支援拠点を設置し、専門的な相談支援や障がいへの理解促進を図る。
・地域において、身体障がい者や重症心身障がい者からの専門的かつ高度な相談を受ける業務を個人に委託して実施する。
・強度行動障がい者が身近な地域で生活できるよう、各地域における施設・事業所の技術向上に向けた研修等の実施、必要な施設改修を行う。
・障がい者虐待防止対策推進のための研修や虐待を受けた障がい者に対する支援等を行う。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

64.0 64.0

事務事業の名称 障がい者相談事業

事務事業担当課長 障がい福祉課長　半場　祐子 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－２－４
障がい者の自立支援

入院後３か月経過時点での退院率
目標値 64.0 64.0

30年度 31年度年度 27年度

・島根県の入院後３か月経過時点での退院率
　（平成29年度）69.7％
・島根県の入院後１年経過時点での退院率
　（平成29年度）89.9％
・高次脳機能障がいの相談支援件数（年間延件数）　・高次脳機能障がいの新規相談者数
  （平成29年度）4,267人　　　                                      （平成29年度）57人

うち一般財源（千円） 23,869 34,852

達成率

59.6

％

％

入院後1年経過時点での退院率
実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 47,122 58,310

・精神障がい者の地域移行については、病院と行政が一体となって社会的入院患者の正確な把握及び地域移行に向けた具体的支援の検討がなされるよう、引き続き二
次医療圏域ごとの地域生活移行・地域定着支援会議の開催、各市町村の障がい者自立支援協議会との連携強化などを図る。
・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築については、先駆的な取組みを実施する市町村を決定し、その取組みをサポートする。
・高次脳機能障がい者支援については、市町村や医療機関、障がい福祉サービス事業者などを対象とした研修会を継続して実施し、関係者の資質の向上を図るととも
に、地域支援コーディネーターを引き続き配置して各圏域の調整を行い、必要に応じて圏域外の資源も活用しながら、関係機関が連携した支援を行っていく。
・県の広報媒体などを活用しながら、県民や医療、福祉の関係者に高次脳機能障がいについて理解してもらうための普及啓発を行う。
・障害者支援施設の人材確保や施設への指導の充実を目的とし、強度行動障がい者支援者養成研修修了者に対する研修の実施等フォローアップを行う。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・精神障がい者の地域移行支援については、県
及び二次医療圏域ごとに地域生活移行・地域定
着支援検討会議を開催することで、支援関係者
の連携強化を促進し、入院３ヶ月、１年経過時
点の退院率の上昇につながった。
・高次脳機能障がい支援において、これまでの
県支援拠点（松江、出雲）を地域支援拠点（東
部、中部、西部）に変更し、より組織的な支援
が行える体制とした。
・高次脳機能障がいの支援体制を整備してきた
ことなどにより、県内７圏域の相談支援拠点に
おける相談支援件数が増加している。
・強度行動障がい者支援については、支援アド
バイザーの配置、支援者養成研修の実施などに
より、特別支援を行っている施設から身近な地
域にある施設へ移行した実績があった。
・関係機関と連携し虐待防止に係る研修等を実
施するとともに、虐待が確認された事案につい
て指導を行い、施設・事業所における虐待防止
に係る取組みの強化につながった。

91.0

－ 99.4 98.8

91.091.0

86.7

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名 入院後１年経過時点での退院率

事
業
概
要

109.0107.4

－

式・
定義

90.4

－－

単位

68.7

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1

2

指標名



成果参考指標の目標（実績）

項番 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 80.0 80.0 80.0 80.0

取組目標値

実績値 80.0 78.0 57.0

達成率 － 97.5 71.3 － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － － ％

事務事業評価シート別紙（３以上の成果参考指標がある場合のみ記載）

事務事業の名称 障がい者相談事業

成果参考指標名等
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高次脳機能障がいの新規相談者数
(年間）

人
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高次脳機能障がいの新規相談者数
(年間）

式・
定義
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